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令和元年（平成 31 年）度事業報告 

 

１ 協議会としての事業 

＜主な取組＞ 

 ○「富士山ハザードマップの改定に関する事項」に係る検討【資料４】 

  ・専門的かつ技術的な観点から詳細検討を行うため、作業部会に設置した富士山

ハザードマップ（改定版）検討委員会において３回の検討を実施開催した。 

  ・作業部会（富士山ハザードマップ（改定版）検討委員会）の開催状況 

開催日／場所 会議／議事内容 

令和元年７月 18 日 

 

東京工業大学キャンパ

スイノベーションセン

ター（東京都港区） 

 第４回富士山ハザードマップ（改定版）検討委員会 

 ・臨時委員の指名について 

 ・改定スケジュールの確認について 

 ・富士山ハザードマップの改定について 

① 溶岩流に関する確認、検討 

② 火砕流に関する確認、検討 

令和元年 12 月 3 日 

 

都道府県会館 

401 会議室 

（東京都千代田区） 

 第５回富士山ハザードマップ（改定版）検討委員会 

 ・臨時委員の指名について 

 ・改定スケジュール（案）について 

 ・富士山ハザードマップの改定について 

① 溶岩流に関する確認、検討 

② 火砕流に関する確認、検討 

③ 融雪型火山泥流に関する確認・検討 

④ 公表形式の検討 

令和 2 年３月４日 

 

東京工業大学キャンパ

スイノベーションセン

ター（東京都港区） 

第６回作業部会 

 ・第１０回富士山火山防災対策協議会への中間報告に

ついて 

 第６回富士山ハザードマップ（改定版）検討委員会 

 ・臨時委員の指名について 

 ・改定スケジュールの確認について 

 ・富士山ハザードマップの改定について 

① 溶岩流に関する確認、検討 

② 火砕流及び融雪型火山泥流に関する確認、検討 

 ・富士山ハザードマップ改定に関する中間報告 

 

  ・防災担当者による雁ノ穴火口現地見学会［山梨県コアグループ構成機関］ 

 

 ○観光客・登山者等の安全対策に関する取組 

・山小屋等と協力した情報伝達訓練（後掲）［静岡県、山梨県、富士吉田市、富士 

 宮市、富士市、御殿場市、裾野市、小山町、静岡地方気象台］ 
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＜その他の取組＞ 

 ○各構成機関の取組の把握 

  ・各構成機関が実施する訓練の把握及び情報共有（後掲） 

  ・富士山噴火時避難ルートマップの周知啓発（後掲） 

  ・避難促進施設の指定及び避難確保計画の進捗状況の把握（後掲） 

 

 ○会議の開催 

  ・富士山火山防災対策協議会 

  ・各県コア合同幹事会 ３回実施 

  ・各県コアグループ会議 ８回実施（山梨：４／静岡：４） 

 

 

２ 各協議会構成機関における事業 

 (1)避難計画に関する取組 

   ・地域防災計画の改正［富士吉田市、忍野村、静岡県、小山町］ 

   ・一次集結地の運営に関する検討［静岡県、富士宮市、富士市、御殿場市、裾 

野市、小山町］ 

   ・広域避難路の運用に関する住民説明会［忍野村］ 

 

 (2)観光客・登山者等の安全対策に関する取組 

   ・山小屋への安全装備品（ヘッドライト、クローラー架台伸張器）の配備 

［富士吉田市］ 

   ・山小屋への戸別受信機の貸与［御殿場市］ 

   ・山小屋への防災ラジオ及び簡易無線機の貸与［小山町］ 

 

 (3)火山防災に関する訓練に関する取組 

  各構成機関が課題を設定し、独自にまたは連携して訓練を実施した。 

  【共通】 

・山小屋等と連携した火山防災情報伝達訓練（申合せに基づく防災対応を想定） 

（７月実施）［山梨県、富士吉田市、静岡県、富士宮市、富士市、御殿場市、 

裾野市、小山町、静岡地方気象台］※両県で同日、同想定により実施 

  【山梨県関係】 

   ・富士スバルライン自主防災協議会との合同実動訓練（５月実施） 

    ［山梨県、警察、消防、富士吉田市］ 

   ・富士山噴火を想定した富士・東部地方連絡本部及び富士・東部地区保健医療

救護対策本部合同設置訓練［山梨県］ 

   ・中部ブロック DMAT 実動訓練と連携した富士山噴火避難訓練（10 月に実施

を予定していたが、台風 19 号のため中止） 

［山梨県コアグループ構成機関］ 

 

【静岡県関係】 

   ・地域防災訓練等の機会に併せた住民等の実動避難訓練（９月～12 月実施） 

［静岡県、御殿場市、裾野市］ 
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  【その他】 

   ・富士山噴火に伴う緊急調査等合同演習［国土交通省、山梨県、富士吉田市、 

忍野村］（令和元年１２月実施） 

 

 (4)火山防災に関する普及啓発に関する取組 

  噴火に対する安全対策や広域避難計画等の火山防災対策、富士山火山に関する基

礎知識などの普及・啓発を図るため、住民や観光客・登山者に対して研修会や講演

会等を実施するとともに、様々な媒体により情報提供を実施した。 

  【共通】 

   ・防災啓発イベントやパンフレット、市町村広報誌等による周知啓発 

    ［山梨県、静岡県、富士市、小山町、長泉町、静岡地方気象台］ 

   ・「コンパスアプリ」による登山届提出の普及啓発［静岡県、山梨県］ 

   ・研修会、出前講座、講演会 

    ［山梨県、静岡県、神奈川県、富士吉田市、山中湖村、富士宮市、富士市、

御殿場市、裾野市、長泉町、小山町、甲府地方気象台］ 

   ・普及啓発施設における防災知識等の周知［山梨県、静岡県］ 

   ・「火山への登山のしおり」の作成及び観光集客施設への配布［甲府地方気象 

    台、静岡地方気象台］ 

  【山梨県関係】 

   ・スマートフォンアプリ「全国避難所ガイド」の訓練における活用、周知 

［山梨県］ 

  【静岡県】 

   ・スマートフォンアプリ「静岡県防災」の運用及び周知啓発 

   ・県地震防災センターリニューアルにおける火山防災展示の拡充 

  【神奈川県】 

   ・富士山噴火に備えた富士山火山防災フォーラム（２月に実施を予定していた

が、新型コロナウイルス対策のため延期）［神奈川県、相模原市］ 

 

 (5)避難促進施設（避難確保計画の作成）に関する取組 

  避難促進施設の指定や避難確保計画作成についての進捗を図った。 

・指定の実施（２２施設／富士吉田市、忍野村） 

   ・避難確保計画を作成した施設 

（１４施設／忍野村(1)、富士河口湖町(10)、富士市(2)、裾野市(1)） 

   ・施設所有者や管理者への説明や調整、計画作成支援 

    ［山梨県、富士吉田市、忍野村、鳴沢村、富士河口湖町、富士市、裾野市］ 

   ・避難促進施設の指定に向けた市町村の支援［山梨県］ 

   ・内閣府（防災担当）の避難確保計画検討支援事業への参加［山梨県・富士 

河口湖町］ 

 

   【参考】富士山における避難確保計画作成済み施設数の推移 

38 施設（H30.3）→58 施設（H31.3）→72 施設（R2.3） 


